
松 山 大 学 論 集
第 ２１ 巻 第 ２ 号 抜 刷
２００９ 年 ８ 月 発 行

今治タオルのグローバル化と自立化
――世界一産地の復活は可能か――

村 上 克 美



今治タオルのグローバル化と自立化
――世界一産地の復活は可能か――

村 上 克 美

１ は じ め に

今治タオル産地は，輸入タオル規制全国決起大会の開催（２０００年７月２９

日），四国タオル工業組合の繊維セーフガード（TSG）発動要請決議（同年１１

月２２日），日本タオル工業組合連合会の TSG発動申請（２００１年２月２６日）な

どにみられるように，２０００年から急増する輸入タオルに対して，はっきり抵

抗していく方針を打ち出した。安価な輸入タオルのさらなる拡大を放置すれ

ば，遠からず産地は消滅してしまうという産地企業の危機感が最高潮に達した

帰結でもあった。

他方で自力での生きのこりをはかるため，従来の問屋依存型 OEM生産を脱

却し，自社開発，自社販売を基本に今治タオルや今治産地をアピールする自立

化への道も選択した。日本タオル工業組合連合会が策定した「タオル業界構造

改善ビジョン」（２００１年８月）にもとづき，いわゆる実需直結型産地への転換

を意図するものであった。１）

それを受けて２００１年ごろから，四国タオル工業組合や中堅企業を中心に，

新商品・新用途開発，問屋依存型流通システム改革，国内・海外の市場開拓に

関連する方策に着手した。セーフガード発動のための調査が打ち切られた２００４

年には，「MADE IN 今治」で差別化を理念とする「今治タオル産地ビジョン」

を策定して「自ら作ったものを自ら売る」という産地自立化へのチャレンジを

強化することになった。２）



この時点での主要な実施事業をリストアップすると以下のようになる。自立

化への取組のテコになったとされる新商品開発では，�産地オリジナルブラン

ド「ふわり」の定着，�個別メーカーのオリジナル商品の増加（約３０社），�

新しいヒット商品，タオルマフラーの定着・発展（多様化）などがあげられる。

流通システム改革に関連しては，�「タオルショップ STIA」（今治市内，２００１

年５月開店），「いまばりタオルブティック」（東京・銀座，０３年３月開設，０６

年１月閉店）など産地アンテナショップの開設，�個別メーカーによるファク

トリーショップ（工房ショップ），タオルショップ（専門店）の設置や直売の

増加などが，市場開拓の分野では，�「NYホームテキスタイルショー」（米

国最大の生活用品見本市），「メゾン・エ・オブジェ」（パリのライフスタイル

総合見本市）など海外見本市への出展，�「２００４年いまばりタオルフェア」（東

京・青山），「２００５いまばりタオルフェア」（同）など展示商談会の開催などが

目立つ。３）

その後も「中小繊維製造事業者自立事業」「JAPANブランド育成支援事業」

など国の補助制度を活用しながら，自立化をめざす実需直結型の事業を継続し

て実施しており，「今治タオルを拡販する産地ショップが育つ」「マスメディア

の露出度が増し，今治タオルの知名度が飛躍的に向上した」などといわれるよ

うに「一定の成果」をあげている。４）

とはいえ，輸入タオルとの競合に加え，原油高騰や世界同時不況等により，

国内経済の停滞感が強まるなかで産地崩壊の危機が克服されたわけではない。

２００５年以降についても，生産量は０７年まで３年連続して１０％以上ダウンし，

企業数もその間，倒産や廃業によって２０社近くも減少した。２００８年の主要指

標を２０００年と比較すると，生産量では２７，３０９トンから１０，２７６トンへ，生産

額では３８８億円から１４６億円へといずれも約１／３に縮小している。企業数や従

業員数でも２０００年の２／３程度の規模にダウンした（表１）。四国タオル工業組

合の事業計画（２００８年度）においても「タオル業界を取り巻く経営環境は需

要の低迷，中国からの輸入の続伸など依然として厳しい環境にある。…今治産
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地もこのまま放置すれば産地全体が衰退していくのは明らかである」５）とされ

るのである。本稿では，グローバル競争の実態や産地復活をめざす自立化の取

組を中心に，２０００年代後半に入った今治タオルの現状について検討する。

２ グローバル競争の拡大

グローバル経済のもとでは，輸入が増加すると同時に輸出も伸びることは一

般的な現象となる。国際分業のあり方としても当然の帰結である。１９９０年代

におけるわが国製造業の年生産高は，大概３００兆円前後で推移しており，バブ

ル崩壊後も大きな減少はみられなかった。電気機械，輸送機械を中心に，輸出

の伸びが大きく，輸入の増加を上回って国内生産を支えたからである。他方国

際競争力の弱い繊維産業は輸出がほとんど伸びず，内需低迷と輸入増加のはさ

みうちにあって国内生産が著しく減少した。６）鉱工業生産指数（２０００年＝１００）

でみると，２０００年代も製造業全体は２００５年１０２．１，０６年１０７．０，０７年１０９．８

などにみられるように上昇しているのに対し，繊維工業は０５年６５．２，０６年

６３．１，０７年５９．６など全業種のなかで最大の下落を記録している。

１９８０年 １９９０年 ２０００年 ２００８年
増 減 率（％）

１９９０年／１９８０年 ２０００年／１９９０年 ２００８年／２０００年

企 業 数 ４７３ ３８１ ２１８ １３７ ▲１９．５ ▲４２．８ ▲３７．２

織機実台数 ８，８５９ ７，９５６ ４，００２ ２，１８０ ▲１０．２ ▲４９．７ ▲４５．５

従業員数（人） ７，０７３ ６，５３３ ４，２３７ ２，７３０ ▲７．６ ▲３５．１ ▲３５．６

生産量（トン） ３７，６６０ ４８，７１０ ２７，３０９ １０，２７６ ２９．３ ▲４３．９ ▲６２．４

生産額（億円） ５７９ ７０６ ３８８ １４６ ２１．９ ▲４５．０ ▲６２．４

表１ 今治タオル製造業の主要指標

（出所）四国タオル工業組合編『統計表』１９９７年版～２００８年版より作成。

（注）１．企業数は非組合員企業を除く，従業員数は組合員及び非組合員の合計。
２．企業数・織機実台数・従業員数は１２月３１日現在の統計。
３．生産量は綿糸引渡量からの推計。
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タオル産業も，他の繊維産業全体のトレンドとほぼ同様に１９９０年代に右肩

上がりの成長が全く不可能になった。全国タオル生産量は１９９１年に１０万トン

を超えたが，以後は年率１０％以上の規模で持続的にダウンしていった。綿糸

使用量をベースにした推計生産量ではなく，国内５地区（今治，大阪，中部，

九州，東京）の合計としての統計が整備されている１９９７年以降についても，

２０００年～０３年は年率１３％以上で，０４年以降も年率７．８％～９．８％という相当

な規模で確実に減少している（表２）。

２００４年の中部タオル工業組合，０８年の九州タオル工業組合につづいて０９年

２月には東京タオル工業組合も解散し，産地組合は，四国タオル工業組合，大

阪タオル工業組合の２地区のみとなった。この１０年間に，全国生産量は６５，５０３

トンから２１，３２１トンへ，今治生産量は３４，９８０トンから１０，５４６トン，大阪生

産量は２６，１８０トンから９，９３０トンへ，例外は全くなく，それぞれ６７．５％，

６９．９％，６２．１％も減少した。全国生産量は１／３以下に縮小したことになる。

表２の全国生産量，全国輸入量，輸入浸透率の推移を棒グラフと折れ線グラ

フで示したのが図１である。一見して，全国生産量は持続的に減少しているの

に対し全国輸入量は着実に増加していること，２０００年で輸入量が生産量を逆

転し，以後両者の落差が拡がっていること，国内流通量に占める輸入量の割

合，いわゆる輸入浸透率（輸入比率）もコンスタントに上昇していることなど

がわかる。すなわち，輸入量は２００３年で生産量の２倍を超え，０５年で約３

倍，０７年には８４，２４７トンで国内生産量の約４倍の規模に成長した。輸入浸透

率も２０００年５５．０％，０５年７５．４％に高まり，０７年には７９．９％に急上昇してい

る。タオルとタオルケットを合計すると，２００７年の輸入量８９，８８２トン，輸出

量１６３トン，国内流通量１１１，０４０トンとなり，輸入浸透率（８０．９％）は８０％

を突破した。７）なお特筆すべきは，他の繊維産業と同様に輸入急増とはウラハラ

に，輸出タオルがこの間全く増加していないという点である。因に全国タオル

輸出量は，１９９９年４６９トンをピークに，０２年以降は１００トン台に減少したま

まである（表２）。
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年

タオル生産量 タオル
輸出量
（全国）

タオル
輸入量
（全国）

タオル
国内
流通量

輸入
浸透率全国 今治

増減率 増減率

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００１

２００２

２００３

２００４

２００５

２００６

２００７

６５，５０３

５９，４９７

５６，９１８

４８，５６９

４１，９１８

３６，３２５

３０，８７０

２８，４７６

２６，１２６

２３，６３１

２１，３２１

－

▲９．１

▲４．３

▲１４．７

▲１３．７

▲１３．３

▲１５．０

▲７．８

▲８．３

▲９．５

▲９．８

３４，９８０

３１，５１５

３１，４４７

２７，３０９

２３，３９８

２０，２０６

１６，２３９

１５，５６９

１３，６４３

１２，２０７

１０，５４６

▲４．５

▲９．９

▲０．２

▲１３．２

▲１４．３

▲１３．６

▲１９．６

▲４．１

▲１２．４

▲１０．５

▲１３．６

１７０

１９５

４６９

４３０

２５１

１７７

１３１

１１２

１３１

１５２

１３５

４３，７４１

４３，９６０

５１，１７０

５８，９１８

６３，６３２

６７，２４０

７２，６０８

７９，２１１

７９，６１２

８４，６４５

８４，２４７

１０９，０７４

１０３，２６２

１０７，６１９

１０７，０５７

１０５，２９９

１０３，３８８

１０３，３４７

１０７，５７５

１０５，６０７

１０８，１２４

１０５，４３３

４０．１

４２．６

４７．５

５５．０

６０．４

６５．０

７０．３

７３．６

７５．４

７８．３

７９．９

表２ タオルの生産量・輸入量等の動向

（出所）四国タオル工業組合資料（２００９年３月）より作成。

（注）１．綿糸使用量の単位は梱，それ以外の単位はトン，％。
２．タオルの全国生産量は各地区の合計，今治生産量は綿糸使用量にもとづく推計

生産量［綿糸使用量（梱）×１８１．４３６×０．８４］。
３．タオル国内流通量＝タオル全国生産量＋タオル輸入量－タオル輸出量，

輸入浸透率＝（タオル輸入量÷タオル国内流通量）×１００。
４．原資料：日本綿化繊糸商業組合資料，今治糸友会資料，財務省貿易月報など。
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輸入タオルの国別動向では，中国製品が圧倒的に多い。１９９０年代に全国輸

入量の７０％以上のシェアをもっていた中国製タオルは，２０００年に入ってもコ

ンスタントに増え続けている。２００２年には，輸入シェアがはじめて８０％を突

破して８１．５％になり，０６年には輸入量（６９，７４２トン）も，輸入シェア（８２．４％）

も最大値を記録した。中国についで輸入量が大きいのはベトナム製品で，１９９７

年～２００７年の１０年間で量的には中国製品とともに２倍以上に増加した。輸入

シェアも大概１５％～１６％を確保している。こうして現在においても輸入タオ

ルの主力は，中国製品とベトナム製品ということになる。全国輸入量は，２００７

図１ タオルの全国生産量，輸入量，輸入浸透率の推移

（出所）四国タオル工業組合資料（２００９年３月）より作成。

（注）輸入浸透率＝全国輸入量／国内流通量。
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年 全国輸入量
主要国別内訳

中 国 ベトナム インドネシア

１９９７
４３，７４１
１３．９

３１，７１３
７２．５

６，３９２
１４．６

１，８７６
４．３

１９９８
４３，９６０
０．５

３３，０４７
７５．２

７，２２５
１６．４

１，５３５
３．５

１９９９
５１，１７０
１６．４

３８，８４９
７５．９

８，４９１
１６．６

１，６７１
３．３

２０００
５８，９１８
１５．１

４５，５２１
７７．３

９，４９５
１６．１

１，７０８
２．９

２００１
６３，６３２
８．０

５０，４０３
７９．２

１０，０８７
１５．９

１，６６９
２．６

２００２
６７，２４０
５．７

５４，８００
８１．５

１０，００４
１４．９

１，４４７
２．２

２００３
７２，６０８
８．０

５８，７１０
８０．９

１１，３５５
１５．６

１，６１６
２．２

２００４
７９，２１１
９．１

６４，４０６
８１．３

１２，１３８
１５．３

１，５５０
２．０

２００５
７９，６１２
０．５

６４，７１９
８１．３

１２，２５５
１５．４

１，４８８
１．９

２００６
８４，６４５
６．３

６９，７４２
８２．４

１２，６４１
１４．９

１，１９８
１．４

２００７
８４，２４７
▲０．５

６８，７７１
８１．６

１３，５８６
１６．１

８６５
１．０

２００８
８０，３７８
▲４．８

６４，４４０
８０．２

１３，２２６
１６．５

１，０５９
１．３

表３ タオル輸入量の推移

（出所）四国タオル工業組合編『統計表』１９９９年版～２００８年版より作成。

（注）１．単位：トン，％，全国輸入量の下欄は前年比増減率，主要国別内訳の下欄は全
国輸入量に対する構成比。

２．主要国は輸入量の多い上位３国。
３．原資料：１９９８年以前は大蔵省貿易統計月報，１９９９年以降は財務省貿易統計。
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１９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年 ２００２年

輸入タオル

中 国 製 品

ベ ト ナ ム 製 品

インドネシア製品

台 湾 製 品

パキスタン製品

２８８

２５２

３７２

７３６

２２０

２７９

２４７

３６８

６２８

２０４

２４７

１９５

３１４

４４３

１６７

２３２

１８３

２９７

３６０

１５０

２５４

１８７

３３９

３６５

１６３

２５２

１６４

３５０

３２１

２０７

全輸入タオル平均 ３０４ ２８５ ２４７ ２３２ ２５１ ２４５

日本製タオル
国 内 流 通

輸 出

５３３

８９１

５３３

７８１

５３３

５２９

５３３

５５４

５３３

６６５

５３３

８２１

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年

輸入タオル

中 国 製 品

ベ ト ナ ム 製 品

インドネシア製品

台 湾 製 品

パキスタン製品

２３３

１４４

３０９

３３７

１７９

２３８

１５３

２９５

２８５

２６９

２４７

１４９

２９７

３４３

２４４

２６５

１４９

３５１

４０６

２２３

２７９

１５２

３４９

３９６

２１６

２７３

１５５

３０２

３６６

２００

全輸入タオル平均 ２２６ ２３１ ２３８ ２５３ ２６３ ２５８

日本製タオル
国 内 流 通

輸 出

５３３

７８３

５３３

７７１

５３３

７１８

５３３

７５４

５３３

８７２

５３３

８４９

表４ 輸入タオルの価格（売値）

（出所）四国タオル工業組合編『統計表』１９９８年版～２００８年版より作成。

（注）１．単位：円／１００匁。
２．原資料：１９９８年以前は大蔵省貿易統計月報，１９９９年以降は財務省貿易統計。
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年８４，２４７トン，０８年８０，３７８トンになり，０６年の８４，６４５トンより若干減少し

ているが，それでも２０００年～０５年の水準を越えており，楽観を許せるもので

はない（表３）。

タオルの輸入量増加とともに国内産地へのインパクトが大きいのは，輸入タ

オルの破格の売値（価格）である。輸入金額と輸入量から算出した１００匁あた

りの外国製タオルの売値と日本製タオルの価格を比較したのが表４である。国

別では２０００年以後，中国製品は２００円台，ベトナム製品は１００円台，全輸入

タオル平均でも２００円台で推移しており，日本製タオル（国内流通）の５００円

台と比較すると著しく安く，競争には全くならない。

２００８年についてみると，中国製タオル２７３円，ベトナム製タオル１５５円，

全輸入タオル平均２５８円となっており，日本製品の価格（国内流通）５３３円は，

中国製品価格の約２倍，ベトナム製品価格の３倍以上となる。したがって輸入

タオル・ラッシュの最大のテコは，円高等にも増幅された中国製品やベトナム

製品の格安さということになる。

当然の帰結として輸入タオルの持続的な増加は，国内のタオル生産能力を著

しく減退させることになった。２００１年～２００８年の７年間についてみると，タ

オル企業数（組合員）で４２％，生産設備（登録織機）換算台数で３８％，生産

量（２００８年は０７年１０月から０８年９月までのデータ）ではさらに大きく５０％

以上も減少した。こうして，産地企業のアジア進出を含め，タオル業界もグロ

ーバル競争のメカニズムに完全に内蔵されている。

３ 定着する産地企業の中国進出

外国製タオルの輸入急増とともに，タオル産地への衝撃が大きいのは，国内

タオルメーカーのアジア進出である。今治産地で最初の進出は，１９８８年タイ・

バンコクにタオル製造販売の合弁企業（従業者数６００人）を設立した楠橋紋織

の事例である。１９８９年には旭染織が先陣を切って中国に進出し，南通市にタ

オル製造販売の合弁企業（中国南通大東有限公司）を稼動させた。
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１９９０年代に入ると円高進行に伴って，大手企業を中心にコスト削減と市場

開拓をめざす中国進出がブームになった。１９９１年に旭染織とトウヨテリーが

大連にタオル製造の子会社（大連旭染織有限公司，従業者数４５０人）を，９２

年にはハートウェルが天津に子会社（天津華徳温紡織有限公司，従業者数４２０

人）を，一広が大連に子会社（大連一広毛幅有限公司，従業者数３８５人）を独

資で開設した。１９９３年に入ると楠橋紋織が南通に進出し，タオル製造販売の

子会社（南通楠橋紋織有限公司）を設立している。こうした中国進出企業の７

社は，２０００年にセーフガードの発動に反対して「中国進出タオル企業連絡協

議会」８）を結成して，他の産地企業と対立することになった（表５）。

また染色加工，捺染などタオル関連の企業もメーカーとの関係で中国へ進出

企業名

中国進出状況

国内工場などの実態
進出年月 進出先

現地企業
従業者数
（設立時）

トウヨテリー １９９１年４月 大連市 �
�
�
�
４５０人

本社工場

旭染織 １９９１年４月 大連市 ２０００年末に製造部門を大連市に全面
移転，今治市上徳に染織工場

ハートウェル １９９２年７月 天津市 ４２０人 本社工場，桜井工場，朝倉工場

一 広 １９９２年１０月 大連市 ３８５人 朝倉工場，東予工場，２０００年朝倉工
場敷地内にタオル美術館をオープン

橘 屋 １９９２年１２月 天津市 １００人 本社工場，今治市内に４つのホテルを
運営

楠橋紋織 １９９３年４月 南通市 ２５０人 本社工場

大磯タオル １９９５年８月 南通市 － 本社工場，東予工場

表５ 中国進出タオル企業連絡協議会加盟企業（今治地区）（２０００年１２月）

（出所）中国進出タオル企業連絡協議会資料，今治市役所資料，『会社年鑑２００２年版』（愛媛
経済レポート）などにより作成。

（注）トウヨテリーと旭染織は２００８年３月の民事再生申請により，中国より撤退した。
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している。例えば大和染工は１９９３年に，四国工芸と愛染産業も同年それぞれ

南通に染色整理の子会社（従業者数それぞれ１００人，４０人）を設立すること

になった。

なお大阪地区（フタバ，阪上タオルなど）や中部地区（アサヒタオル）にお

いても，１９９０年代に中国に進出してタオル製造を行っている事例を確認でき

る。さらに今治地区など国内の産地企業に生産を委託している問屋系企業（内

野，英瑞など）も，すでにこの時点で中国に進出し，自らタオル等の製造に着

手している。ディズニー，イヴ・サンローラン，ジバンシーなどとライセンス

契約をもち，日本ではじめてブランドタオルを展開した最大手のタオル問屋

（繊維製品製造卸小売業）である内野は，１９９５年に上海に子会社（上海内野毛

巾有限公司，のちに上海内野有限公司と改称）を独資で設立し，紡績，製造，

染色，プリント，刺しゅう，縫製などタオル製造の全工程をカバーする一貫工

場を設立した。その後上海内野は中国全土の卸小売営業許可を取得するな

ど，２００６年には日本の全国生産量を上回る約２，６００万トンのタオル，６００万

セットのギフト商品を生産する従業者数２，１００人の世界一のタオル工場に成長

している。９）

ところで進出企業の現地工場では，当初は単純な模様を織るドビー織機での

中級品の生産が一般的であったので，付加価値の大きい高級品製造がメインの

国内産地とはある程度住み分けができた。しかし現地工場の技術水準が高ま

り，複雑な織りも可能なジャカード織機による高級タオルの生産が増えるにつ

れて進出企業等の逆輸入品が今治産地のタオルと競合することになった。問屋

系企業を含む日系企業（中国）からの逆輸入量は２０００年１３，２５９トンになり，

今治生産量（２７，３０９トン）の４８．６％に相当するまでになった。その後は毎年

増加していく中国製タオル輸入量に対するシェアは低下傾向にあるが，２００５

年時点でも２０％程度を占めるともいわれている。

２０００年以降について，今治産地の中国進出について，特徴をあげれば以下

のようになる。その第１は中国進出企業の規模についてである。中国進出企業
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の多くが，従業者数（２００７年）では８０人以上，売上高（同）では１５億円以

上の産地ではトップ１０に入る（表６）。今治産地では，従来から，売上高３０

億円以上が大手，１０億円～３０億円未満が準大手，５億円～１０億円未満が中堅

という分類がなされているので，それに従えば進出企業は大手企業あるいは準

大手企業ということになる。

第２は旭染織の大連への全面移転と倒産・撤退についてである。同社は１９９０

年代後半に高級品製造も可能な現地一貫生産体制を整備し，０１年にはコスト

削減，生産効率化のためとして国内製造部門を全て現地工場に集約した。しか

し２００２年以後，売上高の低迷，累積赤字の増加が続き，０８年３月には民事再

生法を申請，中国から撤退することになった。IRCの海外進出状況調査（２００９

年１月）によれば，海外進出企業にかかる最近の経営上の問題点として「人件

費の上昇」（４０．７％），「為替レートの変動」（３７．０％），「同業者との競争激化」

（２２．２％）「原材料価格の上昇」（同）などが目立つ。採算状況も収支トントン

（４１．８％）が最も多く，赤字企業（２３．０％）もかなりある。１０）こうして旭染織グ

ループの撤退は，原油高騰，食料危機などを契機にした世界経済構造の変化や

現地企業業績の跛行性拡大のもとでの失敗事例ということができよう。

第３は，その他の現地企業については，設立以来すでに１５年以上になると

ころが多いが，中国での操業が安定し定着していることである。２００８年時点

の今治産地の中国進出状況（タオル以外の繊維産業を含む）をまとめたのが表

７だが，タオル・タオル関連については，旭染織，トウヨテリーを除けば９０

年代の状況と大きな相違はみられない。楠橋紋織の現地染色工場の建設にみら

れるように，中国での生産体制を整備拡大している事例もあり，現地生産から

今治生産に転換する企業は全く出ていない。法人向けのギフト商品は安価な中

国製タオルに代替されており，今更リバース不能なのである。なおタオル以外

の繊維関係企業の中国進出についても１９９０年代から始まっており，楠橋（衣

料品製造），田窪（縫製副資材販売），三陽（刺しゅう加工）では２０００年以降

も現地での生産や販売を強化している。したがってグローバル経済のもとで
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企 業 名 資本金
（万円）

従業者数
（人）

売上高
（億円） 備 考

一 広

ハートウェル
藤 高
旭染織

今井タオル
楠橋紋織

橘 屋

コンテックス

大磯タオル
正岡タオル
城南織物
井上タオル
田中産業
上 脇
七福タオル
ショーワ
セトウチセンイ
中 村
森清タオル

オリム

８，０００

３，０２６
２，０００
１，２００

１，０００
１，０００

２，０４７

１，０００

２，２００
２，４００
２，０００
１，０００
３，０００
１，０００
１，０００
１，０００
１，０００
３，０００
１，０５６

２，０００

１５０

１５０
１２０
１０６

８５
８０

８０

６５

５６
５６
５０
５０
５０
４７
４６
４５
３５
２８
２５

２２

＊８９．０

２２．６
３４．２
３８．２

－
２９．６

－

１５．０

１５．０
１３．６
約７．０
－
９．４
８．１
６．５
１５．３
－
７．０
－

５．５

地場業界最大手，中国及びベトナムに
工場進出，今治朝倉工場敷地内にタオ
ル美術館を運営
中国天津市に工場進出

００年中国南通市に製造部門を移転，０８
年３月に民事再生法申請
PB「フィル・ユージーヌ」を展開
グループで中国南通市に工場進出，PB
「KUSU」
中国天津市に工場進出
今治市などで４ホテル運営
PB「コンテックス」を展開
０８年ブランド名と社名を統一
中国南通市に工場進出

PB「ゴールドパール」を展開

PB「イッソ・エッコ」を展開
昭和産業よりタオル製造部門独立

タオル・アパレルの企画・販売会社
「オルネット」を展開

表６ 今治地域のタオルメーカー

（出所）『会社年鑑』愛媛経済レポート ２００８年版，２００９年版，四国タオル工業組合資料等
より作成。

（注）１．従業者数２１人以上の企業のうち，データの得られるメーカーについてリスト
アップしたもの。

２．従業者数，売上高は２００７年（＊印のついたものは２００５年）のデータだが，企
業により決算月は異なる。

３．PB：自社オリジナルブランド。
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は，金融危機など一時的な要因で海外進出のスタンスが弱まることはあって

も，そのトレンドがなくなることはない。

また産地企業においても，中国における人件費の上昇，人民元高などを背景

に，いわゆるチャイナプラスワン（中国以外にそれを補完する海外拠点を構築

する）の方向が若干みられる。一広は２００５年に「一広ベトナム」（ベトナム南

部タイニン省の工業団地）を設立し，現地で縫製加工を行っていたが，０８年

企 業 名 業 種 設立年 進出
地域

進出
形態

現地事業所
事 業 内 容

タ
オ
ル
・
タ
オ
ル
関
連

旭染織

一 広

ハートウェル
楠橋紋織

大和染工

大磯タオル
橘 屋

タオル製造，染色

タオルアパレル製造販売

タオル製品製造販売
タオル製造

綿糸染晒，タオル染色

タオル製造販売
タオル製造

１９９２

１９９２
１９９７
１９９２
１９９３

１９９３

１９９５
１９９５

大連

大連
大連
天津
南通

南通

南通
天津

独資

独資
直営
独資
独資

独資

独資
独資

タオル製品製造

タオル製造
ニット等の製造
タオル，タオル縫製品製造
タオル製造販売

染色整理業

タオル製品製造
タオル製造

そ

の

他

宇 高
楠 橋
桜 井
三 陽

田 窪

帽子製造
衣料品製造
縫製
刺しゅう加工

アパレル関連副資材卸売

１９９３
２００１
１９９６
１９９３
１９９３

１９９５

２００２

上海
瀋陽
香港
大連
上海

香港

上海

独資
独資
独資
合弁
独資

独資

独資

帽子製造
衣料品製造
衣料品製造
刺しゅう加工
刺しゅう加工

ミシン糸縫製副資材
仕入販売
縫製副資材仕入販売

表７ 今治地域繊維関係企業の中国進出状況

（出所）『愛媛県国際取引企業リスト２００７－２００９』ジェトロ愛媛貿易情報センター，『会社年
鑑』愛媛経済レポート ２００８年版，２００９年版，四国タオル工業組合でのヒヤリング
（２００９年２月６日），今治市資料などより作成。

（注）主要な事例をリストアップしたもので，すべてをカバーしているものではない。
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にその隣接地にタオル製造の一貫工場を建設し，同年１２月から操業を開始し

た。日本のタオル企業がベトナムにタオル工場を建設するのは初めてのことで

あり，一広にとっては「国内，中国，ベトナムのトライアングル生産体制」が

整備されたといわれるのである。１１）

４ 高度集積の崩壊

外国製タオルの国内への浸透などグローバル経済の進行は，今治産地にも極

めて大きな打撃となった。激安な輸入タオルの氾濫，重油などの燃料コストの

上昇やリーマン・ブラザーズの経営破綻をきっかけとした不況などグローバル

危機の深化により，限られたパイをめぐる国内タオル市場での競争が年毎に激

化している。下請主体の零細な企業は，問屋などからの受注単価の切り下げ，

受注量の減少などにより，オリジナル商品や自社販売ルートもある中堅以上の

企業は，売り上げの低迷などを背景に収益性を悪化させている。このため１９９０

年代に引き続き，２０００年以降も倒産や廃業にいたる事業所が少なくない。

表８は，最近３年間におけるタオル関係の倒産企業をリストアップしたもの

である。業種別にみると，タオル製造１０件，染色加工，捺染などタオル関連

７件，タオル製品販売５件となっており，平成産業（負債金額約６９億円），旭

染織（同４０億円）などタオル関係としては，９０年代以降で最大の倒産も含ま

れる。倒産の原因では，既往のシワ寄せ９件，販売不振６件，他社倒産の余波

５件などが多い（表８）。このなかには，不渡手形をつかまされたことがきっ

かけの倒産や火災後工場を再建したが，放火のうたがいが障害となって保険が

おりず建築費支払不能になった結果の倒産など不運な事例もある。このような

倒産に零細経営の自主廃業や閉鎖が加わり，近年もタオル企業の減少が続いて

いる。２００８年の企業数（組合員）は，この３年間で１９社が倒産あるいは廃業

し１３７社となった。２０００年（２１８社）と比較すると８１社の減少で，増減率で

は▲３７．２％になり，９０年代の１０年間の増減率（▲４２．８％）より大きい（表１）。

同様に織機換算台数では，２００５年の４，４３４台から，０８年の３，８２３台へ，台数
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で▲６１１台，率で▲１３．８％の，従業者数も３，２１３人から２，７３０人へ，実数で▲

４８３人，率で▲１５．０％のいずれも減少となった。２０００年比では，織機換算台数

▲３９．１％，従業者数▲３５．６％となり，９０年代の１０年間に匹敵する規模の縮小

を記録している。

ところでタオル企業の減少は規模別にみると，どのような特徴があるのだろ

暦年 企 業 名 業 種 原 因 負債金額
（万円）

２００６ 寿富通商
ナカノセンイ
四国工芸
田頭タオル工場
阿部直繊維産業
矢野通
愛媛織物

タオル製品販売
タオル製造販売
タオル捺染
タオル製品製造
タオル製品製造
タオル製品卸売
タオル織機リース

既往のシワ寄せ
販売不振
販売不振
既往のシワ寄せ
販売不振
販売不振
既往のシワ寄せ

３，０００
１０，０００
５０，０００
３，７００
５５，０００
６，０００

１４０，０００

２００７ 今治インテリア織物
友 染
青野プリント
ニューパイル八木忍タオル
平成産業
平成染工
イヨセン
ホーセン
誠テクス
松本プリント
大森タオル工場
愛媛繊維

タオル製造
タオル後処理加工
タオル捺染
タオル製造
タオル製造，染色加工
染色加工
染色加工
染色加工
タオル製造
タオル捺染
タオル製造
タオル製品販売

既往のシワ寄せ
既往のシワ寄せ
既往のシワ寄せ
販売不振
既往のシワ寄せ
他社倒産の余波
他社倒産の余波
他社倒産の余波
他社倒産の余波
偶発的要因
既往のシワ寄せ
他社倒産の余波

１００，０００
４５，０００
２０，０００
１２，０００
６９１，２００
１１９，５００
１０，５００
３１，７００
１，９００
４，０００
３，０００
６４，０００

２００８ 旭染織
トウヨテリー
第一織物

タオル製品製造
タオル製品製造販売
タオル製品製造

販売不振
信用性低下
既往のシワ寄せ

４００，０００
１２０，０００
５８，３００

表８ 今治地域におけるタオル関係企業の倒産状況

（出所）『愛媛県繊維関係倒産状況』東京商工リサーチ ２００８年１２月より作成。

（注）タオル製造業，タオル関連業（染色加工，捺染など）タオル製品卸小売業等の倒産
状況をまとめたもの。
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うか。表９は従業者数・規模別，織機実台数・規模別にみた今治産地の企業数

の変化をまとめたものである（２００８年のデータがまだ公表されず，記述の０５

年～０８年の統計にストレートに対応するものではないが，ある程度，傾向の

把握は可能であろう）。２００７年のタオル企業を規模別に分類すると，非組合員

企業数（４社）を含めた１４４社のうち，従業者数２０人以下の企業が１０１社で

企 業 数 構成比（％）

２００３年 ２００７年 増減 ２００３年 ２００７年

従 業 員 数 ～３人
４～２０人
小 計

４４
９１
１３５

３３
６８
１０１

▲１１
▲２３
▲３４

２３．８
４９．２
７３．０

２２．９
４７．２
７０．１

２１～３０人
３１～５０人
小 計

２０
１５
３５

１８
１０
２８

▲２
▲５
▲７

１０．８
８．１
１８．９

１２．５
６．９
１９．４

５１～１００人
１０１～３００人
小 計

１１
４
１５

１１
４
１５

０
０
０

５．９
２．２
８．１

７．６
２．８
１０．４

総 計 １８５ １４４ ▲４１ １００ １００

織機実台数 ～５台
６～１０台
１１～２０台
小 計

３８
５９
４３
１４０

３０
４７
３３
１１０

▲８
▲１２
▲１０
▲３０

２０．５
３１．９
２３．３
７５．７

２０．７
３２．４
２２．８
７５．９

２１～３０台
３１～５０台
小 計

１３
２４
３７

１３
１６
２９

０
▲８
▲８

７．０
１３．０
２０．０

９．０
１１．０
２０．０

５１～１００台
１０１～２００台
小 計

７
１
８

６
０
６

▲１
▲１
▲２

３．８
０．５
４．３

４．１
０．０
４．１

総 計 １８５ １４５ ▲４０ １００ １００

表９ 今治タオルの規模別実態

（出所）四国タオル工業組合資料（２００９年２月）より作成。

（注）各年とも１２月３１日現在の統計で非組合員企業を含む。２００７年の従業員数規模別企
業総数と織機実台数規模別企業総数は異なる。
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全体の７０．１％を占める。２１人～５０人の企業は２８社で１９．４％，５１人～３００人

の企業数は１５社（そのうちの１３社は表６にリストアップしている）で１０．４％

のシェアとなる（表９）。

２００３年～０７年の企業数の変化では，従業者数２０人以下の企業の減少が最多

の３４社で，率では２５．２％になる。４年間で４社のうち１社が消えている。他

方従業者数５１人～３００人の規模の大きな企業については，この間離脱した企

業は全くない。従業者数規模別の企業数の変化を反映して，織機実台数規模別

でも，２０台以下の事業所の減少数（３０社）が最大で，それにつぐのが２１台～

５０台の企業の減少数８社となる。産地ではより大規模となる織機実台数５１台

～２００台の事業所では，減少数は２社だけである（表９）。したがって近年の

タオル企業数や織機台数の持続的減少は，主として生業的経営や小規模企業の

倒産・廃業等によって生じていると言ってもよい。

このような企業数や生産設備台数の急激な減少に対応して，今治産地の生産

能力がダウンし，生産量もドラスティクに減少している。最近の３年間でも，

２００６年１２，２０７トン（前年比▲１０．５％），０７年１０，５４６トン（同▲１３．６％），０８

年（０８年１月～１２月，今治産地のデータのみ公表されている）１０，２７６トン（同

▲２．６％）となり，生産量の減少に全く歯止めがかかっていない。２００８年の生

産量を２０００年と対比すると，量で１０，２７６トン，率では６２．４％の減少で，９０

年代１０年間の減少率（４３．９％）を上回る（表１）。他の産地のデータもそろう

２００７年１０月～０８年９月を０８年とした生産量でみると，今治生産量は１０，０８２

トンで全国シェア４８．４％となり，従来大差をつけていた大阪生産量（１０，０７６

トン，全国シェア４８．４％）にも追いつかれることになった（表１０）。

タオル国内流通量に対する日本製タオルや今治タオルの比率などを示したの

が表１１（この表でも表１０と同様，２００７年１０月～０８年９月を２００８年のデー

タとした）である。国内流通量の算式から，日本製タオルの国内流通量に対す

る比率と輸入浸透率の和が１となる１２）（百分率で表示すると両者の和は１００％

となる）ので，輸入浸透率が上昇すれば，当然に日本製タオルの国内流通量に
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年 今治 大阪 中部 九州 東京 全国

生産量
（トン）

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００１

２００２

２００３

２００４

２００５

２００６

２００７

２００８

（０７．１０～０８．９）

３４，９８０

３１，５１５

３１，４４７

２７，３０９

２３，３９８

２０，２０６

１６，２３９

１５，５６９

１３，６４３

１２，２０７

１０，５４６

１０，０８２

２６，１８０

２４，０８４

２２，３５２

１８，６１４

１６，３１８

１４，３２９

１３，０５４

１１，７５８

１１，４９１

１０，５１０

９，９３０

１０，０７６

１，９３３

１，７０３

１，００４

７５７

６３０

４５６

３７４

６５

０

０

０

０

１，２２２

１，０７１

１，０４１

８８８

７０８

６００

５４１

４８９

４３０

４１５

３８９

２２１

１，１８８

１，１２４

１，０７４

１，００１

８６４

７３４

６６２

５９５

５６２

４９９

４５６

４４６

６５，５０３

５９，４９７

５６，９１８

４８，５６９

４１，９１８

３６，３２５

３０，８７０

２８，４７６

２６，１２６

２３，６３１

２１，３２１

２０，８２５

全国比
（％）

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００１

２００２

２００３

２００４

２００５

２００６

２００７

２００８

（０７．１０～０８．９）

５３．４

５３．０

５５．２

５６．２

５５．８

５５．６

５２．６

５４．７

５２．２

５１．７

４９．５

４８．４

４０．０

４０．５

３９．３

３８．３

３８．９

３９．４

４２．３

４１．３

４４．０

４４．５

４６．６

４８．４

３．０

２．９

１．８

１．６

１．５

１．３

１．２

０．２

０

０

０

０

１．９

１．８

１．８

１．８

１．７

１．７

１．８

１．７

１．６

１．８

１．８

１．１

１．８

１．９

１．９

２．１

２．１

２．０

２．１

２．１

２．２

２．１

２．１

２．１

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

１００

表１０ 全国地区別タオル生産量

（出所）四国タオル工業組合資料（２００９年３月）より作成。

（注）今治生産量は綿糸使用量にもとづく推計生産量，大阪生産量は後晒加工量等にもと
づく推計生産量，中部・九州・東京地区生産量は組合員報告によるもの，全国生産
量は各地区生産量の合計。
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対する比率は低下する。２０００年～０８年についてみると，輸入浸透率が５５．０％

から８０．０％に上昇する一方で，日本製タオルの国内流通量に対する比率は，

４５．０％から２０．０％へ低下している。タオルの輸出量の５０％が今治タオルと仮

定すると，国内流通量に対する今治タオルの比率（％）は以下の算式で求め

られる。

今治タオルの比率（％）＝
今治生産量－輸出量×１／２

国内流通量
×１００

試算すると国内流通量に対する今治タオルの比率は１９９７年３２．１％，２０００年

２５．３％，０５年１２．９％と持続的に低下，０７年（９．９％）と０８年（９．７％）には，１

割以下にまで激減することになった。この１０年間だけでみても，国内で流通

しているタオルのうち，今治タオルのシェアは１／３以下にダウンしており，今

治産地崩壊の危機は，まだ克服されていないのである（表１１）。

ところでタオルの生産には，タオルの製織以外に，撚糸，晒し，染色，デザ

イン作成，紋紙加工，製織後の染色，捺染，シャーリング，刺しゅう，ヘム・

耳縫い，箱入れなど付随する関連工程が極めて多く，各種のタオル関連業種が

不可欠である。今治産地では，戦後関連工程の分業システムが確立し，タオル

製造業を中心に，撚糸業，染色加工業，捺染業，紋匠・デザイン業などのタオ

ル関連業や縫製，刺しゅうなどの繊維産業も発展してきた。したがって産地は

タオル企業の大きな集積だけではなく，関連業種の集積においても，早くから

国内最大の厚みのある集積を構築している。「どのようなタオルも作ることが

でき，またいかなるロット，納期にも対応可能である」「数が多いだけタオル

の種類もあり，固有な技術もあり，繁閑の時期も異なる」１３）といわれるよう

に，この高度な集積はあらゆる種類のタオルやタオル製品，他の産地にはない

高級タオル（先晒ジャカードタオルなど）を開発し，産地全体として個別企業

や個々の業種・部門の単純合計をはるかに超える大きな活力を創造してきたの

である。

このタオル関連業も，タオル生産量の著しい減少に対応して，１９９０年代に
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続き２０００年以降も多くの業種において淘汰が進行している。２０００年～０５年の

企業数の増減率は，撚糸加工▲５３．８％，染色加工▲４１．２％，捺染その他▲

５１．１％となっており，１９９５年～２０００年の減少率（それぞれ▲４５．８％，▲５．６％，

▲２８．６％）を上回る。同期間の生産額の増減率についても，撚糸加工▲４２．３％，

染色加工▲５０．０％，捺染その他▲５８．１％となり，５年間でほぼ半減した。２００５

年以後も，従業者数や生産額に関しては減少傾向に歯ドメがかかっていない。

１９９７年～２００７年の１０年間についてみると，従業者数の増減率は，撚糸加工▲

年
輸入浸透率
（輸入比率）

国内流通量に
対する日本製
タオル比率

国内流通量に
対する今治タ
オル比率

今治タオルの
国内シェア

国際
競争力
指数

１９９０

１９９７

１９９８

１９９９

２０００

２００１

２００２

２００３

２００４

２００５

２００６

２００７

２００８

（０７．１０～０８．９）

１４．７

４０．１

４２．６

４７．５

５５．０

６０．４

６５．０

７０．３

７３．６

７５．４

７８．３

７９．９

８０．０

８５．３

６０．１

５７．６

５２．５

４５．０

３９．６

３５．０

２９．７

２６．４

２４．６

２１．７

２０．１

２０．０

４２．９

３２．１

３０．５

２９．０

２５．３

２２．１

１９．５

１５．６

１４．４

１２．９

１１．２

９．９

９．７

５０．４

５３．４

５３．０

５５．３

５６．２

５５．８

５５．６

５２．６

５４．７

５２．２

５１．７

４９．５

４８．４

－０．９６８

－０．９９２

－０．９９１

－０．９８２

－０．９８６

－０．９９２

－０．９９５

－０．９９６

－０．９９７

－０．９９７

－０．９９６

－０．９９７

－０．９９７

表１１ タオル国内流通量に対する今治タオル比率など

（出所）四国タオル工業組合資料（２００９年３月）等より作成。

（注）１．国際競争力指数以外の単位は％。

２．輸入比率＝輸入量÷国内流通量×１００，国内流通量に対する日本製タオル比率＝
（全国生産量－輸出量）÷国内流通量×１００，国内流通量に対する今治タオル比率
（輸出量の５０％が今治タオルと仮定した場合）＝（今治生産量－輸出量×１／２）÷国
内流通量×１００，今治タオルの国内シェア＝今治生産量÷全国生産量×１００，国
際競争力指数＝（輸出－輸入）÷（輸出＋輸入）。
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７２．７％，染色加工▲６６．３％，捺染その他▲７４．２％，生産額の増減率は，撚糸加

工▲７１．９％，染色加工▲６１．８％，捺染その他▲６８．８％となっており，いずれも

１０年前の１／３～１／４の規模に縮小した（表１２）。

「先晒加工を特徴とする当産地のタオル用原糸加工量は…タオル製造業低迷

の影響を受けてチーズ，ビーム加工ともに減少しており，後染め加工，後処理

加工いずれも低調な中で，…ボイラー用重油の急激な高騰による影響や…染料

および加工薬剤の値上げが重なるなど極めて厳しい」「捺染業界においても，

タオル製品の需要低迷により受注量の減少と多品種・小ロット・短納期による

生産効率の低下は収益性を一段と悪化させて厳しい経営状況にある」１４）などの

指摘にもみられるように，タオル関連業も受注量の減少，生産効率の低下，加

工コストの上昇などで，倒産や廃業に追いこまれ空洞化が進行している。また

企 業 数 （社） 従 業 者 数（人） 生 産 額 （億円）

撚糸
加工

染色
加工

捺染
その他

撚糸
加工

染色
加工

捺染
その他

撚糸
加工

染色
加工

捺染
その他

１９９７年
１９９８年
１９９９年
２０００年
２００１年
２００２年
２００３年
２００４年
２００５年
２００６年
２００７年

１６
１４
１４
１３
１３
１２
１２
６
６
６
６

１８
１７
１７
１７
１５
１１
１１
１１
１０
９
９

５５
５２
５２
４５
３８
３２
２８
２５
２２
２１
１８

８８
６５
６５
４５
４５
４１
４１
２９
２９
３１
２４

９８０
９２０
９２０
８９５
７１１
５７０
５００
４５０
３９０
３３０
３３０

９４８
９２３
９２３
８５０
７２０
３８０
３５０
３００
２８０
２７５
２４５

３．２
２．５
２．５
２．６
２．６
２．５
１．９
１．５
１．５
１．５
０．９

１１０
１１０
１１０
１００
９３
７５
６０
５５
５０
４５
４２

４８
４４
４４
４３
３４
２７
２２
２０
１８
１７
１５

増減率（％）
２００７年／１９９７年 ▲６２．５ ▲５０．０ ▲６７．３ ▲７２．７ ▲６６．３ ▲７４．２ ▲７１．９ ▲６１．８ ▲６８．８

表１２ 今治地域のタオル関連業の推移

（出所）愛媛県産業技術研究所繊維産業技術センター調べ。

（注）各年とも１１月３０日現在の数値。
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２００７年ごろから，染色，捺染を中心に，多品種・小ロットへの対応や人員整

理を行って生き残った染工場，プリント工場では，加工遅れが顕著になり，恒

常化する気配もある。その原因は，加工業者数の減りすぎ，生き残った業者の

加工キャパシティ低下などによって，産地における染色加工，プリント加工な

どの生産能力が著しく減少したことである。「タオルの製造工程のうち，染工

場に商品がある時間が最も長い。…今治産タオルは，全製造工程の５５％が染

工場にある。タオルメーカーは３５％，プリント縫製などその他加工工場が

１０％」１５）といわれるように，タオル関連の工程にはタオル製造の約２倍の時間

がかかる。つまりタオル生産を円滑に行うには，染工場，プリント工場などタ

オル関連業の一定の集積は欠かせない。しかし現状は，これ以上減ると産地と

して存続が困難になるような臨界点にあるといえよう。

５ 自立化をめざすチャレンジ

このように今治産地は，現在退く余地が一歩もないほど危機的状況にある。

すでに１９９０年代ブランドタオル等の海外生産が拡大するにつれて，国内タオ

ルメーカーは脱問屋依存，脱 OEM生産を余儀なくされていたが，「タオル業

界構造改善ビジョン」（２００１年）の策定をきっかけに，今治産地でも「自ら作っ

たものを自ら売る」という実需直結型産地をめざすチャレンジがはじまった。

２００５年ごろまでには，すでに言及したように新商品開発（産地ブランドタオ

ル「ふわり」，タオルマフラーなどの開発），直接販売の拡大（アンテナショッ

プ，ファクトリーショップの設置），内外の市場開拓（展示商談会の開催，海

外見本市への出展）などの分野で各種の活動が始まった。

その後も自立化に向けた取組は続いている。２００６年以降の取組のなかで，

中核となっているのは，JAPANブランド育成支援事業を活用した「今治タオ

ルプロジェクト」である。JAPANブランド育成支援事業は，地域特性を活か

した製品の価値を高め，国内外のマーケットで通用するブランド力を確立する

ため各地区の商工会・商工会議所が地域企業と連携して行う新商品開発，展示
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会出展等の取組に対して総合的に支援を行うという中小企業庁の事業で２００４

年度に導入された。１６）今治商工会議所が四国タオル工業組合や今治市と連携し

て「Imabariタオルプロデュース」をテーマに，この事業に名乗りを上げ２００６

年６月新規指定分の一として採択された（表１３参照）。

この事業の指定を受けて今治産地では，２００６年度に今治タオルを世界に通

事業実施者 事 業 名 事 業 概 要

札幌
商工会議所

スイーツの街・札幌
ブランド発信事業

道産の素材を用いてつくられた商品群について，全国
的な PRを通じ販路拡大をめざし，海外では，特に中
国，台湾，韓国の消費者・バイヤーをターゲットに市
場拡大を図る。

盛岡
商工会議所

南部鉄器フォー・ユ
ーロ・ブランディン
グ事業

新素材と伝統的技法とを融合し，フィンランドのデザ
インを導入することで従来の鋳鉄製品を一新，生活ス
タイルに適合したブランドの構築により市場拡大を図
る。

菟田野町
商工会

UTANOブランドの
創出

毛皮・鹿革を活用した地域ブランドの構築，当地産の
毛皮・鹿革と高度なデザイン力，加工技術等をもつ異
業種等との効果的な協働を行う。

泉佐野
商工会議所

泉州こだわりタオル
ブランドの構築

こだわりのものづくりにより「吸水性に優れ，風合い
が良く，環境に優しく，安心・安全」な商品として見
た目ではないタオル本来の基本性能による満足感を提
供する。

神 戸
商工会議所

神戸ブランドMeets
上海

アパレル・ケミカルシューズ・真珠等を中心に，上海
市場のニーズを踏まえたファッション製品を開発し，
神戸ブランドのファッション性をアピールする。

今 治
商工会議所

Imabariタオルプロ
デュース

「新 Towelライフ」の演出，素材や織り方などにこだ
わったクオリティの高い高付加価値商品として製品化
するとともに産地ブランドとして消費者に感動を発信
し，ブランドイメージの確立・定着を図る。

中芸地区
商工会

魚梁瀬杉再生プロ
ジェクト

やなせ杉の間伐材を利用し，独自の技術で加工し作ら
れたバッグに，海外でのニーズやデザイン等に対する
情報収集を行い商品価値を高めていく。

表１３ JAPANブランド育成支援事業（２００６年度新規分）

（出所）中小企業庁資料。

（注）事業概要については表現等を一部変更している。
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用する産地ブランドにするための「今治タオルプロジェクト」を設定し，３年

計画で多様な事業を展開することになった。事業のディレクターには，ユニク

ロの NY旗艦店のアートディレクターなどで知られる佐藤可士和氏を起用し，

プランを具体化していった。この３年間の関連事業を列挙すると以下のように

なる１７）（年月表示のないものは年度全体にわたっているもの）。

〈２００６年度〉

・プラン・スケジュール等の決定（０６年６月）

・「今治タオル」の商標登録申請（０６年８月）

・「今治タオル」の品質基準決定（０６年８月）

・「今治タオル」のロゴマーク発表（０７年２月）

・ホワイトタオル，モデル商品の開発

〈２００７年度〉

・タオル素材見本「今治見本帳１００」の制作および頒布（０７年６月）

・今治タオルプロジェクト展の開催（０７年６月・１０月）

・「今治タオル」の商標登録（０７年７月）

・「タオルソムリエ資格試験」の創設及び試験実施（０７年７月）

・伊勢丹新宿店常設売り場の設置（０７年９月）

・「今治タオルメッセ２００７」の開催（０７年１０月）

・ハイグレードな白いタオルの開発

・各メディアを利用した今治タオルのプロモーション活動

〈２００８年度〉

・「タオルソムリエ資格試験」の継続実施（０８年４月・９月）

・今治タオルプロジェクト展の開催（０８年６月・１０月）

・「今治タオルメッセ２００８」の開催（０８年１０月）
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・タオルマイスターの選任（０８年１０月）

・地球環境にやさしいタオルなどの開発

・各メディアを利用した今治タオルのプロモーション活動

また２００５年以前に着手された産地ブランドタオルふわりの開発，メーカー

の各種ショップの開設，国際見本市への出展などの事業も継続して実施されて

おり，定着あるいは発展しているものもある。以下では今治タオルプロジェク

トに直接関係する事業を中心に，２００６年からの動向を若干整理してみよう。

� 産地ブランド力強化

ブランドタオルの時代には，国内で流通しているタオルのタグやラベルに

は，ブランド名と問屋名の表示があるだけで，そのメーカー名が知られること

はなかった。消費者の関心もブランド名や色，柄，デザインに関するものばか

りで，どのメーカーが製造したのかという点には全く無関心であり，メーカー

は黒衣であった。１８）このような問屋依存体制を改革するための有効な手段の一

は，産地ブランドの育成や強化である。２００６年地域団体商標制度が導入され

たのをうけて，今治産地は「今治タオル」を産地ブランドとして特許庁に申請

し，翌年商標が登録され，「今治タオル」が法的に根拠のある地域ブランドと

なった。「今治タオル」のシンボルとなるロゴマークは，今治の恵まれた美し

い自然「太陽・空・海（水）」の３要素をイメージした以下のようなデザイン（資

料１）になり，２００７年東京で発表された。このロゴマークは最高品質のタオ

ル商品であること（�組合員が製造したタオル，�工程のすべてが産地内にあ

るタオル，�新しい品質基準に合格したタオル，�原産国表示が日本製である

タオル）を保証するマークでもあり，そのため新しい品質基準も設定された（資

料２）。

この基準はタオル特性，染色堅牢度，物性などに関する１３項目にわたる試

２６ 松山大学論集 第２１巻 第２号



験（日本タオル検査協会）において，判定基準をすべてクリアする必要があり，

かなり厳しい条件といわれている。これまで産地の品質基準には，JTIF・C評

価基準１９）（日本タオル検査協会中四国基準）（「今治タオル」の品質基準とほぼ

同様の１６項目の試験項目について判定するもの）と STIA基準（四国タオル

工業組合基準）（吸水性，染色堅牢度など６項目）がある。より厳しい前者の

基準とくらべても，「今治タオル」基準は，吸水性（沈降法について，中四国

基準の１分以内に対して５秒以内），運針数（中四国基準の５cm間に１４針以

上に対し１インチ間に１０針以上）などの基準が厳しく，全体的にもより高次

の基準といえる。因にこの品質基準を含めすべての要件をクリアした「今治タ

オル」は，２００７年度１５７点（ふわり，今治生まれの白いタオルなど），０８年度

１６７点（イデア・ゾラ，スーピマオーガニックなど）にのぼるとされる。２０）なお

「産地で生産したにもかかわらず今治タオルといえないのはおかしい」（組合

資料１ 「今治タオル」のロゴマーク

（出所）四国タオル工業組合資料。

（注）赤色の四角形の内側に白く円をくりぬき，その下に青色の水平線
を３本引き，太陽と海や水を表現し，白はタオルのやさしさと清
潔感などをイメージするとされる。
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試験項目 試験方法 判定基準

タ
オ
ル
特
性

吸水性 JIS-L１９０７（沈降法）
５秒以内
（沈降しない時は家庭用洗濯を１回行い５秒
以内）

脱毛率
JIS-L０２１７洗い方１０３法
（タオル検法）

パイル ０．２％以下
無撚糸 ０．５％以下
シャーリング ０．４％以下

パイル引抜
抵抗力

（タオル検法）

バスタオル・タオルケット ２．４５cN／パイル
以上
フェイスタオル・ウォッシュタオル ２．１６
cN／パイル以上

染
色
堅
牢
度

耐 光
JIS-L０８４２
（カーボンアーク法）

４級以上（パステル色及び鮮美色３級以上）

洗 濯 JIS-L０８４４（A‐２号法） 変退色 ４級以上
汚 染 ４級以上

汗 JIS-L０８４８ 変退色 ４級以上
汚 染 ３－４級以上

摩 擦 JIS-L０８４９（�型）
乾 燥 ４級以上
湿 潤 ２－３級以上
（濃色及び顔料プリントは０．５級下げる）

物

性

引張強さ
JIS-L１０９６ A法
（ラベルドストリップ法）

縦 １４７N以上
横 １９６N以上

破裂強さ
JIS-L１０９６ A法
（ミューレン形法）

３９２．３KPa／c�以上

寸法変化率
JIS-L１０９６ G法
（電気洗濯機法）

±７％以内

有
害
物
質

遊離ホルム
アルデヒド

厚生省令第３４号
アセチルアセトン法

成人用７５PPM（µg）以下
生後２４ヵ月以内の乳幼児用
A－A０＝０．０５以下

外

観

外観サイズ
＋３％・－１％ �

�いずれか大きい方の数値＋３cm・－１cm

運針数
１インチ間に１０針以上
（１枚毎の返し縫い）

資料２ 「今治タオル」の品質基準

（出所）四国タオル工業組合資料。

（注）１．２００８年８月１１日改正の基準，備考は割愛している。
２．表記の一部を変更した。
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員）という意見に応じて，産地の製品であることを証明する「今治タオル保証

ネーム」（日本タオル検査協会発行）もつくられた。ブランド力強化をめざす

その他の取組には，伊勢丹デパート新宿本店における「今治タオル」常設販売

コーナーの開設，メディアを活用したプロモーション活動などがある。

� 新商品開発

この分野では第１に１９９５年から産地イメージアップのため着手された産地

オリジナルブランドタオル「ふわり」の継続的開発と今治タオルプロジェクト

に関連した新しいタオルの開発があげられる。前者については，２００６年は「こ

だわり」を，０７年は産地のシンボルマークのデザインに関連して「太陽・空・

海・水」を，０８年は「心・いやし・自然環境へのやさしさ」をテーマに，そ

れぞれ３点（３社）の新作がつくられた。企画は毎年，産地メーカーの応募作

品のなかから選定されたが，２００７年からはデザインを公募（デザイナーズク

ラブいまばり，今治工業高等学校などや組合員企業，一般市民から募集）し，

応募のあったデザイン（０７年４５点，０８年５０点）のなかから３点を決定して

いる。今治タオルフェア，今治タオル見本市などの新作展示コーナーで毎年発

表しているためか，消費者等の関心度も支持率も高い。また今治産地のシンボ

ルというほどのポジションにはないが，しっかりと定着していることは確かで

ある。２１）

今治タオルプロジェクト関連の事業では，産地のブランドイメージを高める

ためとして３年連続で「ハイグレードな白いタオル」（２００７年）など高級タオ

ルを開発し，伊勢丹新宿本店，今治タオルショップなどで展示販売している。

とりわけ目立つのは，「今治タオルメッセ２００８」において，「今治タオル」の

魅力を内外に発信する目的で４５社という多数のメーカーが参加して「今治生

まれの白いタオル」「地球環境にやさしいタオル」「世界をつなぐ名入れタオル」

など延べ５３４点の新製品が製作，発表されたことである。
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第２は産地組合を中心とするこのような取組が刺激になって，個別メーカー

の新商品開発も急増していることである。一般タオルとは異なる，パイルのな

い特殊織りのタオルマフラーは，１９９９年デビューであったが，たちまち市場

に定着し，タオルハンカチ以来のヒット商品になった。これをきっかけに，や

わらかく薄く軽い特徴を生かして特殊織りの組織を持つ各種タオルが流行して

きた。最近では織り組織も多様化・多彩化し，パイル，ワッフル，ガーゼなど

を組み合わせた商品開発も進んでいる。例えば，ガーゼ織りタオルは２重織り

が主流だったが，最近では４，５，６重織りという多重織りタオルやタオル

ケットが開発された。ガーゼ織りにランダムな波のような凹凸のあるタオル（第

一織物の「ござ目織り」「ストロー織り」），ジャカード柄をもつ４重織りガー

ゼタオル（今井タオル），ワッフル織りタオル（城南織物の「モウキューブ」）

なども市場に並び新商品の多様化が進んでいる。「パイルのない特殊織タオル

は…今や商品開発力，技術力をウラづけるインパクトになり産地の一つの特

徴」２２）とも指摘されるように，世界一という企画力や技術力は今でも健在のよ

うである。

第３は，こうした商品開発はメーカーのオリジナル商品を増加させ，自社ブ

ランド化が進行していることである。今治産地の自社ブランド保有企業は，現

在２０～２５社とされる。主要なブランド（かっこ内は企業名）には，「イッソ・

エッコ」（七福タオル），「イデア・ゾラ」（丸栄タオル），「ゴールドパール」（田

中産業），「コンテックス」（コンテックス），「KUSU」（楠橋紋織），「フィル・

ユージーヌ」（今井タオル），「IKT・風で織るタオル」（池内タオル），「オル

ネット」（森清タオル），「カラミ」（工房織座）などがある（表６参照）。これ

らのうち，メーカーブランドは「コンテックス」のみで，他はほとんどが商品

ブランドとなっている。２３）
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� 市場開拓など

産地の自立化をめざすには，問屋への依存体質をあらため積極的に販路や市

場を開拓しなければならない。「国内需要の活気に支えられ，海外市場から安

易に撤退した」（「タオル業界構造改善ビジョン」）との指摘にもあるように，

国内生産の落ちこみをくいとめるには，海外の市場開拓も極めて重要となる。

この分野にかかる近年の事業や動向を整理すると以下のようになる。

その第１は海外見本市への出展についてである。米国最大の生活用品見本市

「NYホームテキスタイルショー」（２００２年～０４年に連続出展）への出展後，

中断していた海外見本市への出展が０７年以後再開された。欧州最大規模のイ

ンテリア家具・生活雑貨の国際見本市「メゾン・エ・オブジェ」には，０７年３

社，０８年２社，０９年２社が出展している。しかし延べ７社の内訳は，自社ブ

ランドのある丸栄タオル，七福タオル，池内タオルの３社のみである。その他

にも，ホームファッションの国際見本市「インデックス・エキシビジョン」（中

東・ドバイ，２００８年）（出展企業 菱花協同組合），「NYホームテキスタイル

ショー」（NY，０８年）（池内タオル）などの事例しかなく，現在でもそれほど

活発にはなっていない。

第２には国内における国際見本市への出展や展示会の開催についてである。

２００５年までは東京の原宿や青山で展示商談会を中心とする「いまばりタオル

フェア」を単独で開催していたが，０６年からは集客力が大きく，成果もより

期待できるギフト・生活雑貨の国際見本市「東京インターナショナルギフト

ショー」への出展に変更された。参加企業は第６２回～第６７回では延べ５３社

が出展し，具体的な商談件数は９８８件から１，２００件以上へ，成約見込金額も

４００万円台から８，２００万円台へ傾向的には増加している（表１４）。今治タオル

プロジェクト関連では，タオル見本市「今治タオルメッセ２００７」などの開催

が目を引く。「今治タオルメッセ２００７」についてみると，期間は０７年１０月１９

日，会場は今治市内，内容は新商品等の展示商談会，新商品の発表展示が中心
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第６２回
２００６年秋

第６３回
２００７年春

第６４回
２００７年秋

期 間 ９月５日～８日 ２月１３日～１６日 ９月４日～７日

会 場 東京ビッグサイト 東京ビッグサイト 東京ビッグサイト

参加企業数
入場者数

８社
２００，０６４人

１０社
２００，０９８人

９社
１９２，０８８人

商談件数 ９８８件 １，１５５件 １，２１５件

引合い件数 ３９４件 ２０５件 ３００件

内 容
サンプル，カタログ要求
見積依頼
OEM打診ほか

サンプル要求
価格見積依頼
カタログ要求

サンプル要求
見積依頼，カタログ要求
OEM打診

成約状況
２００７年２月２８日現在
成約４１件，１，２８０万円
成約見込１６件，４００万円

２００７年２月２８日現在
成約見込１５４件

８６０万円

２００８年２月２９日現在
成約１０５件，３，０７０万円
成約見込１３件，１，０４０万円

第６５回
２００８年春

第６６回
２００８年秋

第６７回
２００９年春

期 間 ２月５日～８日 ９月２日～５日 ２月３日～６日

会 場 東京ビッグサイト 東京ビッグサイト 東京ビッグサイト

参加企業数
入場者数

９社
１９６，８９４人

８社
１９６，３１６人

９社
２００，１２５人

商談件数 １，４８８件 １，３７４件 １，２９８件

引合い件数 ３３９件 ３７９件 ３４９件

内 容
サンプル要求
見積依頼，カタログ要求
OEM打診

サンプル要求
見積依頼，カタログ要求
OEM打診

カタログ渡し
サンプル要求
OEM・見積依頼

成約状況
２００８年２月２９日現在
成約見込１７２件

４，８３７万円

２００８年９月３０日現在
成約見込２０４件

３，８４５万円

２００９年２月２８日現在
成約見込９８件

８，２７５万円

表１４ 今治タオルの東京インターナショナルギフトショーへの出展状況

（出所）『第５５回通常総会議案書』四国タオル工業組合２００７年５月，『第５６回通常総会議案
書』同 ２００８年５月，『第５７回通常総会議案書』同 ２００９年５月，四国タオル工業
組合資料（２００９年１月２０日）。
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になっている。期間中の来場者は，バイヤー関係者を含め２８２人であった。「今

治タオルメッセ２００８」も前年とほぼ同様のスタイルで実施され，全国からの

参加者約３５０人など前年を「大幅に上回る規模のタオル総合見本市」になった

と総括されている。２４）

第３は産地メーカーの東京におけるアンテナショップや営業所の整備につい

てである。このようなかたちの東京進出は，情報収集や販路拡大のための拠点

構築をめざすものだが，店舗使用料，人件費など大きなコストがかかるため，

多くの場合，中小繊維製造事業者自立事業（２００３年度導入）を活用する。ダ

イセンの調査では，池内タオル（東京企画室），一広（東京営業所），今井タオ

ル（タオルリネンショップ），オルネット（東京ショップ），コンテックス（東

京営業所），七福タオル（イッソ・エッコショールーム＆ショップ），藤高（タ

オルムゼオン），丸栄タオル（イデアゾラ・銀座），村上タオル（工房 e' m青

山店）など１６社の東京拠点がリストアップされている。多くの企業ではとり

わけアンテナショップとしての情報収集機能を重視しているようだが，どのよ

うに事業に生かされるかは今後の課題となる。２５）

第４は人材育成にかかる事業についてである。タオルソムリエ資格認定制度

は，タオルに関する技術，製品，ブランド，顧客サービスなど多岐にわたる習

熟度を認定する資格試験で，プロの人材を育成するため２００７年に創設され

た。２００７年度と２００８年度に３回の試験を実施し，すでに４４５人の合格者（受

験者７２０人）を出している。昨年には合格者を対象にしたタオルソムリエネッ

トワーク構築事業も始められた。またタオル業界で高い技術（技能），知識，

経験を有する熟練技術者（実務経験２０年以上，技能検定１級合格者または新

技能検定で１級相当と認められたもの，職業指導員免許を取得したものなど５

つの条件が必要）に対して，タオルマイスターの称号を与える制度も実施され

ることになった。昨年４人の熟練技術者が選任され，若手技術者への技術・技

能の継承や後進の指導育成等が期待されている。このように今治産地ビジョン

のなかで課題とされた主要な事業がほとんど着手されており，産地ブランドの
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確立など自立化のカナメとなる取組も相当進行している。

６ 産地の存続をめぐって

今治タオルプロジェクトは，２００９年３月までの３ヵ年事業であったが，こ

の間の成果が評価され，事業期間の一年延長が決定した。昨年今治商工会議所

が三菱 UFJリサーチ＆コンサルティングに依頼して実施した調査（追跡調査

のため２００４年の四国経済産業局による調査と同一の内容，有効回答：全都道

府県の１２，０５３人）によると，「国内タオル産地は今治と泉州（大阪）であるこ

とはご存知ですか」という設問では，「全く知らない」という回答が０４年調査

の５８．３％から，今回は４４．９％に減り，「今治が産地であることは知っていた」

「２つの地域とも産地であることは知っていた」という回答に「…記憶がなん

となくある」という回答を加えると，０４年調査の３６．６％から５０．２％へと

１３．６％増えている。すなわち，回答者の５０％以上が今治産地を認知している

ことが明らかになったとされる。２６）東京銀座のアンテナショップを引きつぐ「い

まばりタオルブティック」のネット販売（今治地域地場産業振興センター，２００６

年８月開設）は，０７年に入って売上が急増し，１２月には有店舗時代にもなかっ

た月商１，０００万円を突破した。２００８年もヤフーへの出展など事業の拡大もあ

り，ほぼ毎月１，０００万円弱の売上を記録している。今治タオルを拡販する，そ

の他の拠点（伊勢丹新宿本店，今治タオルショップなど）における営業成績も

好調に推移しているとされる。２７）こうした動向について，四国タオル工業組合

等は今治タオルプロジェクトの効果とみなしている。

とはいえ自立化をめざす事業には限界もある。いわゆる実需直結型事業を実

践している企業は，今治産地で約３５社と見込まれるが，こうした企業も問屋

や商社の OEM生産もかなりの規模で担っている。そのため自社企画商品の売

上比率は平均すれば１／３未満と推定される。産地全売上額に占める実需直結型

企業の自社企画商品売上額は産地全売上額の約２０％という。したがって残り

の８０％は実需直結型企業の OEM関連の売上額，問屋等からの OEM生産のみ
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を行っている企業（５０社）の売上額，他のタオル企業や卸業者からの受注生

産を行っている企業（３０社）の売上額等の合計ということになる。２８）つまり問

屋依存からの脱却といっても，売上額でみれば「２０％程度の自立化」であり，

問屋等の OEM生産は，現在でも主流なのである。

また４章でも言及したように，今治産地のタオル製造業は，どの指標でみて

も毎年縮小している。２００８年のデータをピーク時と比較すると，企業数では

１９７６年の２７．４％，従業者数では１９６６年の２４．７％，生産量では１９９１年の２０．４％

になるなど，規模が１／４以下になったものが多い（表１５）。

タオル製造にとって欠かせない工程を担当する，染色加工，捺染などのタオ

ル関連業も，タオル製造業以上に著しく縮小している。こうしてあらゆる種類

のタオルを，いかなるロットでも，また納期がいつでも対応可能とされた高度

な集積も，グローバル競争の激化により，かげりが見られ劣化が進行してい

る。この間タオルの輸出量もほとんど増加せず，そのため国際競争力指数（輸

出と輸入の合計値に対する純輸出の比率）は，１９９０年（－０．９６８）はもとより，

２０００年（－０．９８６）以後も下落を続け，０８年は－０．９９７とマイナス１（輸入の

みで輸出は全くないケース，国際競争力は最低）に近づいている（表１１）。す

２００８年
ピーク時の

実数あるいは実額実数あるいは実額 ピーク時に対する
比率（％）

企 業 数（組合員）

生 産 量（トン）

生 産 額（億円）

従業者数（人）

登録設備換算台数（台）

１３７

１０，２７６

１４６

２，７３０

３，８２３

２７．４

２０．４

１７．９

２４．７

３５．５

５００（１９７６年）

５０，４５６（１９９１年）

８１６（１９８５年）

１１，０４８（１９６６年）

１０，７６０（１９９１年）

表１５ ピーク時と比較した今治タオルの地位

（出所）四国タオル工業組合資料 ２００９年３月より作成。
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なわち他の多くの繊維製品と同様に，日本製タオルの国際競争力は，まだ低下

傾向から反転せず，今治タオルプロジェクトなどを中心にした自立化方策の成

果がみられる現状においても，産地の地位は低下しつづけている。こうして産

地の再生や存続のためには，昨年の金融危機（グローバル危機）以降，景気が

急速に悪化しているだけに，解決すべき課題も多い。

その第１は，産地のめざす方向についてである。「タオル業界構造改善ビジョ

ン」がカバーする期間は２００４年までとなっているが，ビジョンの根幹といえ

る実需直結の理念は現在も生きているとされる。今治産地の「今治タオル産地

ビジョン 中間とりまとめ」（０４年策定）で提起した実需直結をめざす事業の

多くがすでに具体化されているが，まだフォローアップが示されていない。よ

り多くの企業を取組に結集するためにも，今後のめざす方向をビジョンや計画

というかたちで明確にすることが重要である。

第２は高度集積（ハード，ソフト）の崩壊を防ぐための課題についてである。

タオルメーカー，タオル関連企業，その他の業種を含め企業間において同業種

交流，異業種交流や協業化・協同化などさらに連携を強化すべきである。すで

にタオルメーカーの上脇，染色の西染工，紋紙デザインの諏訪紋匠，営業会社

の KGBの４社による菱花協同組合の設立，染色工場３社（大和染工，アベチ

カ，中央繊維）による業務提携などにみられるように異業種・同業種交流もい

くつかが具体化されているが，さらに取組を強めることが期待される。四国タ

オル工業組合と愛媛県繊維染色工業組合などのタオル関連組合との協力体制を

構築し，加工遅れなどの問題点を解決していくことも必要である。こうした活

動によって産地全体としての付加価値生産性も高めることができよう。

第３は市場開拓，需要拡大についてである。輸入タオルに奪われた国内市場

の一部を取り戻すことも重要だが，それ以上に低迷している輸出拡大が不可欠

である。ユニクロの快進撃にみられるように，厳しい市場環境のもとでも，安

心・安全のトレンドは今治タオルの優位性を示す絶好の機会にもなる。今年９

月にヘルシンキ（フィンランド）で開催されるインテリア家具の国際見本市（ハ
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ビターレ）への出展（産地タオルメーカー約２０社の出品予定）は「今治タオ

ルを世界にアピールする第１弾になる」ことが期待される。２９）

第４は商品企画力，技術力の一層の向上についてである。世界的不況のなか

で２００９年３月期決算では，経常利益（前期比）が全製造業８４％減，繊維産業

７７％減とほぼ半減し，売上高もそれぞれ１１％減，７％減となるなど，ほとん

どの業種で業績が悪化している。３０）こうした厳しい時代にこそ，事業を総点

検・再構築し，将来の回復や成長のための布石を打つことが肝要である。「今

治産地は新商品を提案し定着させる点で大きな力を発揮してきた。…いつの時

代でも消費者のし好の変化，流通の変化を読み取り，求める商品開発を進めた。

タオル商品開発研究所のような役割を果してきた」３１）との指摘にもあるよう

に，これまでタオルケット，タオルハンカチ，タオルマフラーなどのヒット商

品を開発するなど数多くの新商品・新用途を創造し世界のタオル業界をリード

してきた。その先進的な企画力，技術力をさらに高め，グローバル・スタンダ

ード（世界標準）をクリアするタオル製品も大いに開発すべきであろう。この

ような課題を解決していけば，量的には制約が大きいが，商品開発力や技術力

の面で世界一産地の存続は可能と思われる。なお，今治産地は製品の高品質と

ともに近年は多品種・小ロット生産も一大メリットになっており，タオルの多

様性という点でも世界一を維持している。
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＋
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